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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１５９　　２０１２年　４　月　２６　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
２大臣の問責決議案可決　　　　　　　　　　　　　　ｐ４月２０日に、自民・みんな・新党改革の３党が共同提出した、田中防衛大臣と前田国土交通大臣に対する問責決議案は、参院本会議で採決され、野党の賛成多数で可決されました。日本共産党は問責は当然だとして賛成しました。これで、民主党政権下での問責閣僚は計６人、野田政権では４人となりました。　　　　　ｐ田中防衛大臣は、北朝鮮の「人工衛星」発射への対応で危機管理能力が、米軍新基地建設問題では大臣としての資質が問われました。前田国土交通大臣は岐阜県下呂市長選で特定候補への支援を依頼する文書を送付した公職選挙法違反（選挙の事前運動と地位利用に当たる）の疑惑や大型公共事業復活（公約の八ツ場ダム建設を中止せず、建設を強行する方向に踏み出す）などが問題となっています。田中、前田両大臣は続投を表明しており、野田首相も更迭しない方針ですので、今後の国会運営に影響が出てきそうです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は、問責決議はきわめて重いもので、その重みにふさわしい対応を本人と任命権者である首相に求めています。今後の国会対応については、国会は審議の場であり、国民の前で論戦を通じて政府を追い詰めて行きます。
１１法案　前例ない一括審議　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ民主党と自民党は、消費税大増税へ向けて「一体改革」特別委員会を２６日に設置する事で合意しました。１１本もの法案を一括して審議する前例のないやり方で成立をねらっています。野田首相が「政治生命をかける」と執念を燃やす消費税増税です。会期末まで２カ月を切り、前代未聞の暴挙に出ようとしていますが、国民との矛盾は避けられません。一括審議のねらいは消費税増税はじめ長年にわたってねらわれてきた悪法を、「一体改革」の名で一括して、ろくな審議もせず押し通すことです。１１法案（裏面参照）は、一つひとつが国民生活に重大影響を与える法案です。増税など重要な歳入法案は公聴会を開くなど慎重かつ徹底した審議を行うことが国会法にも明記されています。その他の法案も、本会議で首相に対する質疑を行う「重要広範議案」として審議を行うべきものです。　　　　　ｐ日本共産党は、慎重で徹底した審議を行うべき重要法案を一括で審議することになればその保証もないとして、特別委員会設置に反対しています。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　
突然に、５月１日に臨時議会
市長提出議案は、４件で内３件は専決処分の報告及び承認を求めるもの（平成２３年度桑名市一般会計補正予算（第７号）、桑名市市税条例の一部を改正する条例の制定、桑名市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定）で、特に重要な議案は、「訴えの提起について」（下記裁判判決の控訴）です。他に報告１件（桑名市土地開発公社の経営状況に関する書類の提出）があります。
市社協に違法な補助金支出で桑名市に返還命令
　市民が水谷元市長を相手取り、桑名市が市社会福祉協議会に派遣した市職員の人件費（給料に該当しない管理職手当等）として補助金を支出したのは違法として、市長に１億円余りの返還を当時の職員などに請求するよう求めた裁判で、津地方裁判所は、４月１９日に市長に対し１１２万円余りを当時の部長・課長に返還請求するように命じました。
　原告の市民は、桑名市が２００３年から２００９年にかけ、補助金として社協に派遣した職員の人件費を支出したが、派遣職員への給与支給を原則的に禁じた地方公務員派遣法に違反するなどと主張していました。２０１１年３月に市に住民監査請求をしましたが、棄却されました。
　裁判長は監査請求について「一部を除き請求期限（支出から１年）を過ぎている」として訴えを却下し、２００９年度の北部老人福祉センターへの補助金のみについて判断をし、「条例で派遣職員の管理職手当などの支給を定めておらず、補助金は手当などを実質的に支払ったもので違法」と認定しました。


日 本 共 産 党  　大 演 説　会

日時　　　５月４日（祝日・金）午後１時３０分～

場所　　　四日市市文化会館　第１ホール

弁士　山下よしき参院議員（２０１２年度予算で反対討論）

伊賀町診療所、星川・民主商工会・長島から１２時３０分にバスが出ます。
桑名駅西土地区画整理事業　審議会選挙
桑名駅西土地区画整理事業の土地区画整理審議会委員の選挙が７月２１日（土）に行われます。これは、５年の任期満了によるものです。すでに選挙期日・名簿縦覧の公告が行われ、５月７日を基準日に選挙人の名簿作成が行われます。名簿は５月２５日から２週間縦覧されて、６月２５日に選挙人名簿が確定します。その後に、委員の数が公告され、立候補の届け出が６月２６日から始まります。

前回の選挙の時（５年前）は、行政側が選挙人の中から委員を依頼しており、ほとんど決まっていましたが、急遽２人が立候補を表明して、行政側が依頼していた２人が立候補を取りやめると言う事件（違法ともいわれる行政側の失態です）がありました。今回はちゃんとした選挙が望まれます。

この事業は、やっと仮換地指定が終わりましたが、２８０億円という予算の見通しもなく平成３６年度まで事業の延長が決定されました。駅前広場と取り付け道路の新設を急いでいます。近鉄側のバリアーフリー化（エレベーター設置）は、３月議会で山下副市長が早期の設置を明言しました。
固定資産税の値上げ通知にびっくり
３月議会の説明では、今年の固定資産税は評価替えの年であり、土地は地価の下落が続いており減額を見込み、家屋については評価替えと併せ、前年中の取り壊しと新増築の状況を勘案しほぼ昨年並みと言う事でした。

ところが、住民の方から今年の固定資産税が上がっているがどうしてかと問われ、私も調べてみましたら２０００円ほど上がっていました。早速、税務課に行き訊ねたところ、土地の固定資産税の算出方法は難しい事が分かりました。

土地の評価額から課税標準額が算定され、これに税率１.４％をかけて税額が決まる訳ですが、ここで税負担の調整（経過的措置）があり（これが分かりにくい）、今回、地価が下落し評価額が下がった場合でも、負担水準（土地の評価額に対する前年度課税標準額の割合）の低い土地には税負担が上がるそうです。市内の個人納税義務者約５４千人中、約１５千人（２８％）が平均７千円上がります。
納得いかない方は、説明をしてもらいに是非「税務課」を訪問して下さい。市の方からも早急に広報等で対応するそうです。
ここにも値上げが、忍び寄る将来への不安
住民の声
防災問題　　どうしていいのか分からない（どこへ逃げれば）

中学校での柔道の必修化　孫たち大丈夫かな

やるとなっては徹底した安全確保を、皆でチェックを

後期高齢者医療制度、介護保険の保険料の値上げは誰が決めたのか

　年金は引き下げ　　　　　　意見を言ってくれる議員はおらんのか
リニア新幹線は夢か幻か　必要なのは国民的議論
リニア新幹線は、在来の新幹線とは全く違う高速交通手段です。本当に必要なのか、実際にできるのか、プロジェクトとして成功するのか、考えていかなければなりません。いかなる構想や計画、さらには政策や制度であれ、それを実践する過程には多くの要素が絡み合っており、最終的に完成したプロジェクトが国民、地域社会、国にとって望ましいもの、価値あるものとして期待通りの成果をもたらすかどうかは、その計画を決定する以前に客観的な事前評価を真剣にやれば、ほぼ九割方予測できる。環境問題、技術的問題、投資採算・企業体力が問われる。
目的は「中央新幹線が必要かどうか」、手段は「リニア方式が最適かどうか」
信頼できる技術なきところに需要は存在しないし、需要なきところに事業は存続し得ない。（みんなで考えていきましょう。桑名市内は地下数十メートルの所を走っていきます。）
（橋山禮治郎著「必要か、リニア新幹線」岩波書店　２０１１年２月発行参照）

一括審議となる１１法案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○消費税増税関連２法案案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税法一部改定案　消費税率を１０％に。国民には１３.５兆円の増税　　　　○年金関連３法案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国民年金法の一部改定案　年金額２.５％削減、交付国債発行　　　　　　　　　年金一元化法案　共済年金の保険料引き上げ　　　　　　　　　　　　　　　　国民年金法の一部改定案　低所得者への加算、短時間労働者への適用拡大　　　○子ども・子育て新システム関連３法案　　　　　　　　　　　　　　　　　　子ども・子育て支援法案　保育の公的責任投げ捨て市場化へ　　　　　　　　　○共通番号制（マイナンバー）関連３法案　　　　　　　　　　　　　　　　　　行政手続き番号利用法案　全国民に番号をつけて税・保険料の徴収強化[image: image1.png]
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